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○研究ノート：
　統合失調症に罹患した顧客に対する金融商品の
　勧誘と狭義の適合性原則
弁護士・医師　鈴木雄介
鈴木法律事務所
第1．はじめに
貯蓄から投資への誘導の下、多くの国民が金融商品に対する投資機会を有
するようになっている。投資が国民に浸透する一方で、金融機関の担当者が
精神疾患に罹患した顧客に金融商品を勧誘・販売してしまい、後に狭義の適
合性原則違反が問われる事案が散見される。そこで、本稿では、精神疾患の
うち統合失調症の病状に触れつつ、同症の病歴のある顧客に対する狭義の適
合性原則を判断する上で重要と思われる事項について検討する。
第2．狭義の適合性原則
1．狭義の適合性原則について
狭義の適合性原則とは、「ある特定の利用者に対してはいかに説明を尽
くしても一定の商品の販売・勧誘を行ってはならないとのルール」1をいい、
金融商品取引法40条1号に規定されている。同号及び旧証券取引法は、狭
義の適合性原則に違反した場合の私法上の効果を規定していないが2、最高
裁平成17年7月14日判決（民集59巻6号1323頁）（以下「平成17年判決」
という。）3は「証券会社の担当者が、顧客の意向と実情に反して、明らかに
過大な危険を伴う取引を積極的に勧誘するなど、適合性の原則から著しく
1  松尾直彦編『一問一答　金融商品取引法〔改訂版〕』308頁（商事法務・2008）。
2  宮坂昌利「【19】1　証券取引における適合性原則違反と不法行為の成否　・・・」法曹
時報60巻1号231頁、日本弁護士連合会消費者問題対策委員会編『証券取引被害救済の
手引き〔四訂版〕』126頁（民事法研究会・2006）。
3  平成17年判決は、株価指数オプションの売り取引の勧誘が狭義の適合性原則から著し
く逸脱するか否か問題とされた事案である。
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逸脱した証券取引の勧誘をしてこれを行わせたときは、当該行為は不法行
為法上も違法となると解するのが相当である。」と判示し、狭義の適合性
原則の違反が不法行為法上違法となることを示した。下級審裁判例におい
ても、狭義の適合性原則の違反の程度が著しく、社会通念上許容し得ない
場合に不法行為の成立を認めるものが多いと評価されている4。
2．狭義の適合性が問題となる類型
狭義の適合性原則は、顧客の状況により様々なケースが想定され、ケー
スごとに重要視される視点が異なり得る。具体的には、①理解力の乏しい
顧客に複雑で容易に理解できない商品を勧める場合、②資力の乏しい顧客
に多額の投資を勧める場合、③安全堅実な投資指向の顧客にハイリスク・
ハイリターンな商品を勧める場合等様々なケースが存在する5、6。①のケー
スは、さらにＡ.高齢により理解力が問題となる場合、Ｂ.精神状態により
理解力が問題となる場合、Ｃ.投資取引のリスク性の高低に対する相対的
判断を要する場合等の視点に細分化出来る7。
本稿で取り上げる精神疾患に罹患した顧客に対する勧誘は①Ｂ.精神状
態により理解力が問題となる場合に該当する。この場合には、顧客の理解
力を基礎付ける精神疾患の病状が特に重要となる。以下では、この視点を
踏まえ、近時の下級審裁判例について検討する。
4  堀部亮一「証券取引における適合性原則について」判例タイムズ1232号38頁。
5  堀部・前掲（注4）39頁。潮見佳男「投資取引と民法理論（四・完）―証券投資を中心と
して―」民商法雑誌118巻3号367・368頁は、「自己責任を引き受けるにふさわしいだ
けの能力を有していない場合」（財産権保護型投資者保護公序）と、投資者が理解力及
び情報を有しているものの「資産規模ないし資力面で当該投資による運用リスクの負担
が過剰と評価される場合」（生存権保障型投資者保護公序）が存在すると指摘する。
6  ①及び②に該当する事案として大阪地判平成18.4.26判例時報1947号122頁、②に該当
する事案として名古屋地判平成12.3.29金融・商事判例1096号20頁、③及び資力は認め
られるものの資力に比して多額の投資を勧めた事案として大阪高判平成20.6.3金融・商
事判例1300号45頁、商品特性自体からは必ずしも過大なリスクを伴わない場合にも過
大な投資を勧めた事案として大阪地判平成21.3.4判例時報2048号61頁（大阪高判22.7.13
判例時報2098号63頁は適合性原則に反しないと判断し、原審と異なる判断をしてい
る。）等。
7  王冷然『適合性原則と私法秩序』87頁以下（信山社・2010）。
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第3．統合失調症の病歴のある顧客と狭義の適合性原則に関する下級審裁判
例の状況
１．統合失調症の病歴があるものの、狭義の適合性原則を肯定した下級審裁
　判例
統合失調症に罹患した顧客に対する勧誘を適法とした下級審裁判例とし
て、東京地判平成12年3月27日（金融・商事判例1096号39頁）が挙げら
れる。同判決では株式（外国株式を含む）、転換社債、外貨建ワラント等
の勧誘等が問題とされたところ、まず、原告の相応な取引経験、自己の判
断に基づいて投資対象を決定してきたと推認できること、原告が継続的に
数千万円の株式等を有しており多額の金融資産を有していたこと等を根拠
として、原告の狭義の適合性原則を肯定する。これに続き、原告の統合失
調症への罹患に関して、
「イ　たしかに、原告は、昭和六〇年一〇月二四日、糸永医師から精神
分裂病の慢性期であると診断され、その後も本件取引期間中、精神分裂病
の治療を受けており、原告は、本件取引期間中、精神分裂病に罹患してい
た・・・しかし、右原告の提出する糸永医師の作成にかかる回答書（甲一）
には、原告が本件取引期間中の生活状況を記載した書面（甲三四）の内容
から判断して、原告の精神状態につき、被害妄想に支配されそのために日
常生活での行動に影響が及ぶ状態であったときは、株式等の取引に適さな
い精神状態であったと思われるが、本件取引期間中、全体がそのようなも
のであったかは判断できない旨の記載がある。・・・、（1）精神分裂病に
おいては思考の障害が主な症状であり、通常、実在しない事柄等を現実の
ものと捉える妄想、幻覚などの症状が見られるところ、原告の精神分裂病
は、常に重篤な状態にあるわけではなく、精神的ストレス等、そのときの
状態において程度に変化があること、（2）精神分裂病の慢性期においては、
妄想等の症状はなく、存在していても患者自身それに気づかず、日常生活
に支障を生じることはないこと、（3）糸永医師は、昭和六〇年一〇月二四日、
原告を精神分裂病の慢性期であると診断し（第三、1、（二））、平成二年五
月二三日にも同様に精神分裂病の慢性期にあり、昭和六〇年一〇月二四日
68
学習院法務研究第 4号（2011 年）
の状態と比較して特に憎悪した状態ではないと診断していることが認めら
れる。
以上の認定事実に、前記第三、一、4、（四）のとおり、本件取引期間中、
原告にとりたてて変わった言動も見られなかったことから被告従業員ら
は、原告が精神分裂病に罹患していることに全く気が付かなかったこと、
本件全証拠を検討するも花子が死亡した平成元年一〇月一八日を境に本件
取引の態様、原告の被告ら従業員に対する態度に顕著な差異が認められな
いことを併せ考慮すると、本件取引における原告自身の取引判断に精神分
裂病が影響を及ぼしていたものと認めることは困難である。
したがって、原告が精神分裂病を罹患していたという事実を加味しても、
なお一則記（三）の当裁判所の判断を覆すに足りないというべきである。」
とする。
同判決で問題とされた金融商品は、株式（外国株式を含む）、転換社債、
外貨建ワラント等複数あり、リスクの高いものも含まれていた。同判決で
は、これらの各金融商品の商品特性を確定し、これとの相関関係において
狭義の適合性原則を判断する手法を採っていない。これは、顧客の豊富な
投資経験、自らの判断による投資行動、多額の株式の保有という金融資産
の状況から、同判決で対象とされた金融商品については狭義の適合性原則
を肯定するに十分と判断されたからであろう。一方、顧客の統合失調症の
罹患という反対事実については、症状の発現時期が不明であること、顧客
の病状が重篤ではなかったこと、慢性期の病状が安定していたこと等から、
狭義の適合性原則を肯定した認定を覆すに足りないと判断されている。こ
うした判断は、治療により統合失調症の病状が回復し得、また病名から病
状の程度は定まらないため、妥当な判断であろう。同判決は、統合失調症
の病歴がある顧客であっても、取引経験、取引への関与、金融資産の状況
及び病状によっては、株式（外国株式を含む）、転換社債、外貨建ワラン
ト等リスクが高い金融商品であっても狭義の適合性原則が肯定され得るこ
とを示唆する例と言える。
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2．統合失調症の病状を重視し、狭義の適合性原則違反を認めた下級審裁判例
⑴．名古屋地判平成22年9月8日（金融・商事判例1356号40頁）
同判決は、現物株式、社債、外国債、投資信託等複数の金融商品の勧誘
に対する狭義の適合性原則違反等が問題とされた事案である。
同判決は、「亡花子の精神疾患の状況は前記1（1）のとおりであり、20
歳代で精神疾患を発症し、そのころから精神科の医師による治療を継続し
て受けており、投薬治療により症状を相当抑えることができるような病状
であったことが認められるものの、他方で、処方薬を指示どおりに服用し
ない場合には、統合失調症の症状が強く発現し、その異常性は、亡花子の
通常時の言動と対比する形であれば一般人であっても容易に判明するもの
であった。実際にも、亡花子は、概ね本件取引の開始時期より実質的に独
り暮らしの生活状況となり、処方薬の服用についても自身の管理の下で
行っていたがゆえに、服用しないことが少なからずあり、それによって統
合失調症の症状を強く発現させる時期も本件取引期間中に少なからずあっ
たものと認められる。
処方薬を適切に服用していない状態の亡花子は、統合失調症の症状であ
る幻覚、妄想が強く現出して思考がまとまらず、相手を問わず、とりとめ
のない話をするのであって、証券投資能力が容易に否定されるのであり、
とりわけ本件取引のような取引内容について適合性を有しないことは論を
待たず、Ｄ医師及びＥ医師の各供述をどのように理解するとしても、かか
る判断が左右されるものではない。
本件各担当者は、取引担当期間及び取引内容に差異はあるものの、反復
継続的に電話又は面談により亡花子と接触する中で、前記のとおり、処方
薬を服用しないために統合失調症の症状が強く発現している状態の亡花子
に接したことが確実に認められる事実があるにもかかわらず、全員が揃っ
て亡花子が精神疾患に罹患していることを全く知らなかったとするのは、
明らかに虚偽を述べているというほかなく、到底信用することができない。
本件取引中のどの時期において、亡花子が処方薬を服用せずに症状を悪
化させていたのかについては、前記1における事実認定で判明する程度を
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超えては特定することができないものの、D医師の供述によれば、その回
数は少なくなく、また、数か月にわたることもあったというのであり、亡
花子が概ね本件取引期間中は実質的に独り暮らしをしており、自身で処方
薬の管理をしていたことも踏まえると、本件各担当者はいずれも、処方薬
を服用しないことにより症状が悪化している状態の亡花子を知っていたも
のと十分に推認することができる。・・・。
以上によれば、亡花子の精神疾患について全く知らなかった、気付かな
かったという本件各担当者の弁解は採用することができず、むしろ逆に、
本件各担当者は概ね亡花子の精神疾患を把握しながら、処方薬の適切な服
用により、時期によっては統合失調症の症状があまり顕在化しないことを
奇貨とし、かかる精神疾患のほか、本来的に証券投資に関する知識経験が
十分でなく、営業担当者に依存する傾向が強い亡花子に対して、思うがま
まに取引を勧誘し、本件取引を継続していたものと認められ、かかる本件
各担当者の亡花子に対する勧誘行為等は適合性原則に著しく反するもので
あって、強い違法性が認められる。」とする。
同判決の認定した事実及び同判決添付の別紙（診療録抜粋書）記載の病
状を前提とする限り、顧客の統合失調症の重い病状を理由として、定期預
金等を除きほとんどの金融商品に対して狭義の適合性原則が否定される事
案であった。このため、同判決は、顧客の精神疾患の病状及び担当者らが
顧客の病状を認識していたか否かにスポットを当てており、金融商品の具
体的な商品特性を検討せずに、顧客の病状を中心に検討している。同判決
は、安易に病名に依拠することなく、医学情報を重視して顧客の病状を可
能な限り認定しており、詳細な事実認定及び別紙として診療録抜粋書を添
付する手法等、今後の同種事案において参考にされるべき秀逸な判旨であ
る。
⑵．東京地判平成17年11月11日（判例時報1956号105頁）
同判決は、商品の賭博性、統合失調症の慢性期の顧客に対する勧誘等を
理由として、外国為替証拠金取引に対する勧誘が公序良俗に反するか否か
問題とされた事案である。
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同判決は、「イ　上記後見開始の審判に際して鑑定人として選任された
角田良太医師（以下「角田医師」という。）は、鑑定書において、原告は統
合失調症（残遺型）の慢性期にあり、自己の財産を管理・処分することは
できず、回復の可能性は極めて低いとした。
上記鑑定書によれば、・・・、平成一四年に母親が脳梗塞のため施設へ
入所してからは、原告は一人暮らしとなって、入浴や更衣もほとんど行わ
なくなり、家の中も荒れ放題となり便臭が漂うなど、日常生活において様々
な問題点や幻聴、被害妄想に支配された奇異な行動が顕在化してきたとさ
れている。
ウ　上記鑑定書によれば、角田医師による原告の診察時（平成一七年五月
七日、同月一四日、同月二一日）の生活の状況及び心身の状態は、概ね以
下のとおりであるとされている。
（ア）簡単な問診程度であれば問いに沿った返事が返ってくるものの、
複雑な内容の話になると、徐々に質問の内容から逸脱して、迂遠、冗長な
話を続け、やがて独語に近くなる。これらの会話内容の中では連合弛緩、
言葉もれなどが認められ、思路障害、疎通性障害の存在は明らかである。
（イ）自身の過去の記憶（生活歴や職歴）や最近の身の回りの出来事につ
いては比較的正確に語ることができるが、人の名前などについての健忘は
ある様子であり、社会時事的な事の把握は上手くは出来ず、軽度の記銘力
障害が存在している。
・・・。」
「ウ　加えて、上記一（3）の事情を総合すると、原告は本件取引を行った
時点において既に統合失調症（残遺型）の慢性期にあり、自己の財産を管理・
処分することはできない状態にあり、本件取引の仕組みを理解し得る能力
を有していたものとは到底認められない。そして、原告を勧誘した被告の
従業員は、そのことを認識していたか少なくとも認識し得たというべきと
ころ、このような状態にある原告との間で本件取引を行うことは、勧誘行
為も含め、社会的に相当でない行為であるといわざるを得ない。」とする。
同判決では、狭義の適合性原則違反を直接問題にするのではなく、公序
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良俗違反を基礎付ける一事実として顧客の統合失調症への罹患が検討され
ているため、詳細に同原則違反が取り上げられていない。同判決では、顧
客が通院を怠っていたことから、顧客が継続して通院していた名古屋地判
平成22年9月8日に比べて病状に関する認定の分量は少なくなっている。
もっとも、取引終了後約5か月後の医師作成の鑑定書に基づき、鑑定書作
成時の病状が認定されており、また同鑑定書記載の過去の病状を踏まえ、
鑑定書作成時から約5乃至6か月前の顧客の病状を推認している。こうし
た手法は、鑑定書が存在する場合には参考となろう。
⑶．東京地判平成17年9月16日（判例集未掲載）
同判決は、外国為替証拠金取引の勧誘に対する狭義の適合性原則違反等
が問題とされた事案である。
同判決は、「・・・、自宅で一人暮らしをせざるを得なくなり、援助し
てくれた両親がいなくなったため、入浴・更衣などはほとんど行わず、家
の中も荒れ放題となり（この点については原告後見人が平成16年5月以降
原告方を訪れた際目撃している。）、食事・睡眠のリズムなども乱れてきた
こと、また、このころから、家のリフォームや不必要な高額の電気機器、
羽布団の購入などの奇異な行動が発現したこと、平成17年2月ころに原告
後見人が原告方を訪れると、家の中は荒れ放題で、原告は入浴・着替えは
しておらず、排便処理もできていなかったことが認められる。
そして、被告Ｃにおいて原告方を訪れて外国為替証拠金取引の勧誘を
行った平成16年10月当時には、家が荒れ放題になるなど、既に統合失調
症の外部的発現が生じていたものであり、会話をしていく中で、具体的な
病名はともかくとして、原告が外国為替証拠金取引のような複雑でハイリ
スク・ハイリターンの取引の意義、危険性を理解する能力がない状況にあ
ることは十分認識していたはずである（乙Ａ4、5の反訳文〔平成16年11月
11日から15日までの営業日における原告と被告Ｂの電話での会話〕から
みても、甲45の鑑定書にいう「少し複雑な内容の話になると、こちらが問
いかけた内容から徐々に脱線していき、迂遠・冗長な話を続け、問いとは
全く無関係な話題へと飛躍してしまう。」傾向が認められる。）。・・・。
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（2）加えて、原告の年齢（当時68歳）、年金生活者であること、金融資産
が1000万円の定期預金しかないことは、約諾書・口座開設申込書自体か
ら明らかである。
（3）そうすると、被告Ｃにおいて、原告に外国為替証拠金取引を勧誘し、
預金の全額である1000万円を投資させたこと自体、適合性原則に反する
不法行為であるといわざるを得ず、被告会社もこれについて使用者責任を
負う。」とする。
同判決は、顧客が通院を中断していたことから医学資料が乏しかった事
案であるため、顧客の病状に関しては簡潔な判示にとどまる。同判決と前
記東京地判平成17年11月11日の顧客は同一人物のようであるが、東京地
判平成17年11月11日では顧客の病状に関する鑑定書を引用した判示がな
されている一方で、東京地判平成17年9月16日では鑑定書について一言
引用されるにとどまる。同判決が狭義の適合性原則違反を認めるのであれ
ば、少なくとも東京地判平成17年11月11日と同程度の事実を明示しても
よかったであろう。東京地判平成17年9月16日は、医学資料が乏しかっ
たため、医学資料に依存することなく、顧客が入浴・掃除を行わなくなる
等生活を維持することが困難になっていた事実から顧客の病状を推認し、
こうした病状の外部的発現から、担当者において病名はともかく証券投資
に適さないことを認識していたと判断している。医学資料が乏しい事案で
は、同判決のように、病状の外部的発現等から顧客の病状を推認し、顧客
の証券投資能力を判断することが有益であろう。
第4．統合失調症に罹患した顧客に対する狭義の適合性原則の判断
平成17年判決は、「単にオプションの売り取引という取引類型における一
般的抽象的なリスクのみを考慮するのではなく、当該オプションの基礎商品
が何か、当該オプションは上場商品とされているかどうかなどの具体的な商
品特性をふまえて、これとの相関関係において、顧客の投資経験、証券取引
の知識、投資意向、財産状態等の諸要素を総合的に考慮する必要がある」と
しており、まず金融商品の具体的な商品特性につき確定し、続いて、これと
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の相関関係において顧客の属性を検討し、狭義の適合性原則に違反するか判
断することを示唆する。
しかし、精神疾患に罹患した顧客に対する勧誘の場合、病状によってはい
かなる金融商品であっても狭義の適合性原則を満たさないことが生じ得る。
このため、顧客の精神疾患の病状及び担当者らが顧客の病状を認識していた
か否かにスポットを当て、顧客の病状を中心に検討する手法が妥当な場合も
あり得よう。詳細な事実認定をする名古屋地判平成22年9月8日はこうした
判断方法を採用しており、同種事案において参考となる。なお、前記第3．
で指摘した他の下級審裁判例においても金融商品の特性は詳しく検討されて
おらず、顧客の病状から狭義の適合性原則違反の有無が検討されている。
第5．統合失調症と証券投資能力8の有無
1．統合失調症の症状及び病状9
⑴．病名と病状の関係
統合失調症の症状は感覚、知覚、注意、思考、記憶、自我意識、感情、
意欲、運動等様々の局面で生じる上、症状の軽重を伴う。また、時系列的
に変化し、加療により軽快する場合もある。このため、統合失調症という
病名から一定の症状の存在を推認出来るとしても、具体的な病状を特定す
ることまでは出来ず、その時々の症状及び病状を判断し、証券投資能力の
有無を確定することが必要になる。この際、名古屋地判平成22年9月8日
が指摘する「思考阻害」（思考の進みが急停止・急発進等により断続的に
なる。）、又は「支離滅裂」（観念と観念の結び付きの論理的関連性の欠如。）
8  名古屋地判平成22.9.8は、顧客の「証券投資能力が容易に否定される」としており、証
券投資を行うために必要な能力を「証券投資能力」と観念し、顧客の具体的な状況に基
づいてその有無を決している。
9  統合失調症の経過及び予後について精神医学講座担当者会議監修『統合失調症　治療ガ
イドライン第2版』33頁以下（医学書院・2008）、大熊輝雄『現代臨床精神医学』334頁
以下（金原出版・2008）、岡崎祐士編集『統合失調症の診療学』65頁以下（中山書店・
2009）、野村総一郎他編集『標準精神医学　第4版』266頁以下（医学書院・2010）等。精
神医学講座担当者会議監修・前掲（注9）39頁によると、完全寛解した患者の割合が3割
強存在するようである。
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といった思路の異常10、認知機能障害11に対する評価は、証券投資能力と関
わるため重要となろう。
この点に関し、詳細な判旨を展開した名古屋地判平成22年9月8日が参
考となる。同判決は、判旨に添付された別紙6の診療録の抜粋において、
顧客の思考阻害、作業記憶・問題解決の困難、処理速度の著しい低下等認
知障害に関する事実を具体的に適示しつつ、顧客が精神分裂病、統合失調
症と診断されたことを指摘した上で病状の認定を行っている。このように
同判決は、安易に診断名に依拠せず、事実に基づき病状を判断している。
また、鑑定書を引用する東京地判平成17年11月11日は、具体的な病状を
記載した鑑定書を重視しており、病名から単純に病状を推認していない。
⑵．具体的な症状の認定根拠
ア．認定根拠について
統合失調症の病状は、主に精神症状から判断することになる12。事後
的に病状を判断する際、主治医からの意見、診断書、通院時の診療録、
入院時の診療録、採血・画像検査・心理検査等の検査結果、精神障害者
福祉手帳・年金保険制度上の障害等級の認定、介護従事者からの情報、
家族からの情報といった資料が参考になる。
イ．入院歴
東京地判平成12年3月27日、名古屋地判平成22年9月8日、東京地判
平成17年9月16日及び東京地判平成17年11月11日の4判決ともに、統
合失調症による入院歴が指摘されている。統合失調症に対する加療目的
で入院した事実は、病状の重篤性を強く推認させる事実であり、さらに
同事実から、入院時及び入院前の一定期間における証券投資能力の欠如
10 名古屋地判平成22年9月8日の判旨中第3.1⑴ア、大熊・前掲（注9）339頁以下。
11 山内俊雄総編集『精神科専門医のためのプラクティカル精神医学』237頁（中山書店・
2009）は、「記憶，注意，作業記憶，問題解決，処理速度，社会認知の神経心理評価で，
患者の80％程度が健常対照群より低い値を示すため，認知障害が注目されている。」旨
指摘する。
12 大熊・前掲（注9）349頁以下は、「統合失調症・・・その診断は精神症状に頼らなけれ
ばならない」旨、山内・前掲（注11）221頁は、精神科疾患一般について「症候学的類似
性により分類（診断）しようとするのが現状である。」旨指摘する。
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が強く推認される。もっとも、入院の事実から入院前及び入院中の証券
投資能力を否定することが出来るとしても、入院及びその後の加療に
よっては、証券投資能力が回復することもあり得るため、退院後の証券
投資能力の欠如の有無は慎重に検討されなければならない。特に、退院
後長期間が経過した後に取引を開始した場合には、入院の事実よりも退
院後の病状を示す通院記録の方が重視されなければならない。
名古屋地判平成22年9月8日では取引期間中の入院であることから、
この入院の事実は取引期間中の証券投資能力の欠如と密接にかかわる。
一方、東京地判平成12年3月27日では約15年前、東京地判平成17年9
月16日及び東京地判平成17年11月11日では約40年前の入院であり、
取引期間より相当前の入院であったため、これらの入院の事実に基づく
取引期間中の証券投資能力の欠如の推認に関して明示的に触れられてい
ない。
ウ．障害者等級の認定
名古屋地判平成22年9月8日では、厚生年金保険法の障害等級第3級
に認定された事実が指摘されている。厚生年金保険法の障害等級は第1
級から第３級まである（厚生年金保険法47条2項、同法施行令3条の8）。
第3級が最も軽く、「残遺状態又は病状があり、人格変化の程度は著し
くないが、思考障害、その他妄想・幻覚等の異常体験があり、労働が制
限を受けるもの」とされている13。第3級は、「保護的環境下での事務所
なら雇用契約により一般就労が可能」「金銭管理はおおむね自分ででき
る」とされており14、一定程度の判断能力は保たれている。しかし、証
券投資能力は、通常の社会生活で必要とされる判断とは別次元の判断を
求められることから、一定の社会生活上の能力が認められることをもっ
て証券投資能力を肯定することは出来ない。適切な資料に基づき認定さ
れている限り、厚生年金保険法の障害等級は第３級であっても、精神疾
13 「国民年金・厚生年金保険障害認定基準について」（昭和61年3月31日）（庁保発第15号）
別添「国民年金・厚生年金保険障害認定基準」中第3第8節。
14 福西勇夫編著『統合失調症の疑問に答える本』225頁（法研・2004）、国民年金・厚生年
金保険診断書様式第120号の4（精神の障害用）。
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患により顧客の判断能力が一定程度低下していることを示唆する資料で
ある。なお、手続きを経なければ障害者等級が認定されないところ、制
度に気付かずに手続きをとらないこともあり得るため、認定時期以前の
顧客の症状が安定していたと判断することはできない。
エ．介護記録
前記の各下級審裁判例では明示的に引用されていないが、介護時の記
録は、患者の生活状況、日常生活における問題点等について具体的事実
を適示して記載されることが多いため、事実認定の際の重要な証拠とな
る。特に、日常生活における判断の過誤が明記されている場合は、より
高度な判断を要求される投資活動を行うことが困難であったことを推認
させるため、有用性の高い証拠と言える。
オ．医学資料が乏しい場合
医学資料が乏しかった事案においても、目撃者が認識した顧客の病状
の外部的発現から、顧客の病状及び担当者の病状に対する認識を推認す
ることは可能である。東京地判平成17年9月16日はこうした視点を基
礎として判旨を展開する。
また、事後的に医師により作成された鑑定書又は意見書も有用な場合
がある。東京地判平成17年11月11日では、取引終了後から鑑定書作成
までの期間が短かったこともあり、事後的に作成された鑑定書の記載内
容から約5乃至6か月前の顧客の病状が推認されている。もっとも、継
時的に病状を見た場合、病状の変動、悪化等が起き得るため、事後に作
成された鑑定書からの過去の病状の推認力には限界があり、数年前の病
状等に関する推認力は低くなることには注意が必要である。
顧客の自主的な通院中断により医学資料が乏しくなることがある。病
状が軽快したことから通院を中断する場合もあれば、病状の悪化等に起
因して病識を含めた判断能力を失い、顧客が自主的判断で通院を中断す
ることもあり得る。そこで、通院の中断の事実をもって病状が軽快して
いたと即断することは出来ない。
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⑶．病状に基づく証券投資能力の認定
東京地判平成17年9月16日及び東京地判平成17年11月11日は、顧客が
通院を怠っていたことから、顧客の病状を詳細に認定することが困難な事
案であった。通院歴が確認された東京地判平成12年3月27日は、狭義の
適合性原則を肯定する事情が複数認められたために同原則違反が認められ
なかったが、この認定を覆し得る通院時の病状についてあまり触れられて
いない。一方、同様に通院歴が確認された名古屋地判平成22年9月8日は、
通院時の病状に関して詳細に認定しており、その判旨も参考となるため以
下で検討する。
同判決は「処方薬を適切に服用していない状態の亡花子は、統合失調症
の症状である幻覚、妄想が強く現出して思考がまとまらず、相手を問わず、
とりとめのない話をするのであって、証券投資能力が容易に否定されるの
であり、・・・」と認定している。この認定を支える同判決中別紙6の診
療録の抜粋を見ると、精神科を受診した昭和45年頃から徐々に顧客の症
状は悪化しており、通院10年後の昭和55年頃になると、明らかに思路の
異常、認知障害が現れ始めている。平成に入ると症状は一層悪化し、注意、
作業記憶、処理速度等の顕著な低下が認められ、思考作業が適切に行えな
い状態となっている。これらの事実からすると、顧客が被告金融機関に証
券取引口座を開設した平成6年3月以前から、有症状時の顧客は証券投資
能力を欠如していたと言える。
平成10年4月、顧客は精神分裂病と診断されている。この後、間もない
平成10年10月から同年12月にかけては精神疾患で入院しており、入院適
応がある程まで顧客の症状は悪化していた。さらに、平成11年3月にも統
合失調症と診断されている。このことから、平成10年4月時点における顧
客の精神疾患の病状は相当悪化しており、前後の状況もふまえると同時期
の、有症状時における顧客の証券投資能力の欠如は強く推認される。
平成15年4月、顧客に対して厚生年金保険法の障害等級第3級の認定が
されている。平成15年3月、引越による環境の変化に伴い、外見的に顧客
の症状が悪化したこと（判旨中第3．1⑴イ）を勘案すると、少なくとも障
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害等級の確定時以降において、有症状時における顧客の証券投資能力の欠
如は強く推認される。
以上より、有症状時の顧客は、被告金融機関に証券取引口座を開設する
以前から証券投資能力を欠く状態にあり、その状態は以後も改善されるこ
とはなく、むしろ病状経過15に沿って徐々に悪化したと思われる。同判決
はここまでの認定はしていないものの、別紙6として診療録抜粋書を添付
し、医療記録に基づき詳細かつ説得力のある判旨を展開しており、通院歴
のある顧客の病状を認定する際の一模範と言える。
⑷．病状の安定と証券投資能力
治療により精神疾患が回復することは相当程度期待できる16ため、適切
に服薬をした時期の顧客の病状によっては、証券投資能力が肯定され得る。
そこで、精神疾患に罹患した事実があれば常に証券投資能力を否定するこ
とは、財産権に対する過度の制約となる。軽度の精神疾患に罹患し、治療
により回復した場合、対象となる金融商品の商品特性によっては、東京地
判平成12年3月27日のように投資能力が肯定されてよい場合もあろう。
もっとも、狭義の適合性原則が「一般投資家への市場開放の中で、自己責
任原則の妥当する自由競争市場での取引耐性のない顧客を、後見的配慮に
基づいて、市場から排除することによって保護することを目的としたルー
ル」17であることからすると、治療により病状が一時的に回復していると
はいえ、精神疾患に罹患した顧客に対して不慮の損害を与え得る行為は慎
まれなければならない。投資行為は、一度購入した後も評価額の変動を経
て、最終的には売却が予定されているため、将来の売却時における証券投
資能力にも配慮することが必要である。そこで、病状の改善が中長期的に
見込まれ、適切な財産権の行使として投資活動が許容される程病状が安定
していることを主治医が保障したような場合でなければ、精神疾患が一時
的に回復していたとしても勧誘を差し控えることが穏当であろう。
15 精神医学講座・前掲（注9）33頁以下、大熊・前掲（注9）346頁以下。
16 精神医学講座・前掲（注9）29頁以下・33頁以下、大熊・前掲（注9）346頁以下。
17 宮坂・前掲（注2）229頁、潮見・前掲（注5）367頁。
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病状が軽快・増悪等変動することと証券投資能力の回復に関して、狭義
の適合性原則違反を認めなかった東京地判平成12年3月27日は、医師か
らの回答書に「・・・株式等の取引に適さない精神状態であったと思われ
るが、本件取引期間中、全体がそのようなものであったかは判断できない
旨の記載がある。」ことを狭義の適合性原則違反を否定する根拠の一つと
する。
証券投資能力に対する主治医の評価に関して、名古屋地判平成22年9月
8日において「仮に同医師が本件取引の事実を知っていたのであれば、こ
れを中止するよう亡花子に指示したはずであろうといえる。」（同判決中第
3．1⑴エ）と認定されている。顧客を継続的に診察していた主治医の判
断は重みがあることから、同判決が用いた主治医の立場を意識した事実認
定は非常に重要であり、同種事案では参考にされるべき視点である。
加療により病状は安定し得るところ、同判決は、適切に服薬している際
の顧客の証券投資能力について触れていない。また、同判決は「本件取引
中のどの時期において、亡花子が処方薬を服用せずに症状を悪化させてい
たのかについては、前記1における事実認定で判明する程度を超えては特
定することができないものの、Ｄ医師の供述によれば、その回数は少なく
なく、また、数か月にわたることもあったというのであり、・・・」（同判
決中第3．2⑵）としており、被告金融機関の証券取引口座を開設した以後、
一貫して顧客の病状が悪かったとは認定していない。もっとも、同判決は、
顧客が一時的に証券投資能力を回復したとも認定しておらず、むしろ、顧
客の継続的な病状からすると証券投資能力を回復した時期があるとは思え
ない。そこで、同判決では顧客の病状が回復した場合のことまで考えなく
てよいであろう。仮にこの点に疑問があるとしても、同判決が指摘するよ
うに顧客が服薬中止による悪化を繰り返していたことからすると、顧客に
長期的に安定した病状を期待することは困難であった。そうすると、仮に
顧客の証券投資能力が一時的に回復した時期があるとしても、その事実を
もって、顧客に対する投資勧誘が許されることにはならない。
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２．担当者の供述の信用性
名古屋地判平成22年9月8日では、既に顧客が死亡しており、個々の取
引状況については各担当者の供述以外には見るべき証拠が存在しなかった
ことに加え、現在も各担当者と被告金融機関が密接な関係にあった。そこ
で、同判決は「本件各担当者の供述、とりわけ被告に有利な内容のものに
ついては特に慎重にその信用性を吟味する必要がある。」とする。顧客と
各担当者の会話を録音したテープ等客観的な証拠が存在せず（同判決中第
3．1⑹）、また各担当者の主張に対する顧客の反論を通じて取引状況につ
いて確定することも出来ない同判決においては、各担当者の供述の信用性
判断に対する判旨の態度も首肯できる。
このような各担当者の供述の信用性判断に対する慎重な態度は、顧客が
生存している場合も同様であろう。顧客と担当者が電話で対応した際の録
音テープが存在する場合には、その録音テープにより取引状況を明らかに
し得る場合がある。しかし、担当者と顧客のやり取りは電話だけでなされ
るわけではない。自宅に訪問した際のやり取りは、入通院の資料、電話対
応時との対比等を参考に、当事者の供述を頼りに認定される。この際、精
神疾患に罹患した顧客は、認知障害により十分な記憶を有していない、又
は思考が錯乱したことにより誤った記憶となっている可能性がある。そこ
で、顧客が生存している場合にも、担当者の主張に対する顧客からの反論
が期待できない場合には、本件の状況と同様に、担当者による自己に有利
な内容の供述については特に慎重にその信用性を吟味する必要があろう。
なお、同判決は、本件のような状況において、担当者の供述の信用性を
慎重に判断すべきことを述べたのであり、狭義の適合性原則が問題になる
全ての場面を対象にするのではない。一定の理解力を期待できる顧客（第2. 
2中②③のケース）が生存している場合には、双方の主張・反論について、
証拠との整合性を踏まえ判断することになろう。
３．担当者による顧客の精神疾患の認識
顧客が精神疾患に罹患しており証券投資能力が否定される場合、担当者
は顧客の精神疾患に気付くべきだったとして過失が認められ易いように思
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われる。もっとも、過失責任主義からすると、担当者において、狭義の適
合性原則に違反しないと信じる相当な根拠がある場合には、予見可能性を
欠くため過失の存在が否定され得る。ここでの相当な根拠が認められる場
合とは、顧客が精神疾患の存在を隠していたこと、担当者と顧客の会話内
容から顧客の精神疾患を疑うことが困難であること、担当者以外の者も顧
客が健常であると信じていたことを満たす場合等に限られるであろう。
東京地判平成17年9月16日は、担当者の認識には触れずに、顧客に投
資させたこと自体を不法行為であると結論付ける。一方、東京地判平成
17年11月11日及び東京地判平成12年3月27日は簡潔に、名古屋地判平成
22年9月8日は詳細に、担当者による顧客の精神疾患への罹患の認識又は
認識可能性につき判示している。
名古屋地判平成22年9月8日は、顧客が独身であること、勤務先、腰痛
による通院等を担当者に話していたことから、「亡花子が自身のプライバ
シーに属する病気罹患の事実をさほど隠す様子が見られないことは前記の
とおりであり、腰部の疾患についての通院状況を話しながら、精神疾患に
ついての通院状況を隠していたとは容易に認定し難い」（同判決中第3．1
⑹オ（ウ））とする。しかし、多くの高齢者が罹患しており、社会的な偏
見の少ない腰痛と、稀な疾患であり、社会的な偏見がないとは言えない統
合失調症では、本人からの開示可能性は大きく異なる。腰痛での通院を話
したからといって、統合失調症への罹患を話さないことは十分に考えられ
る。同判決においては、顧客が腰痛での通院等プライバシーに関する事項
を話したことに加え、自ら連絡する場合を含め顧客が担当者と頻回に連絡
を取っていたこと、担当者が顧客の自宅を頻回に訪問していたこと等各担
当者と顧客が密接な関係にあった事実を総合考慮することにより、はじめ
て顧客が担当者に対して精神疾患への罹患を話したことが推認できるので
はなかろうか。精神疾患という特殊性を考えると、安易に顧客が担当者に
病歴を話したと認定すべきでない。
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第6．過失相殺18
「狭義の適合性原則の違反の程度が著しく、社会通念上許容し得ない」か
否か認定する際、これを基礎付ける事実及び障害する事実が総合考慮され、
その結果、違反の有無が択一的に認定される。総合考慮の結果として違反を
認めたとしても、検討過程において違反を障害する事実が認定されるのであ
れば、過失相殺という質的・量的判断の中でその事実について評価し、過失
相殺することは問題なかろう。狭義の適合性原則に違反する3類型（第2．2）
の内、①のケースでは、顧客が当該金融商品を理解できないのであるから、
過失相殺を基礎付ける事実を認めにくい19。一方、顧客が金融商品を理解で
きることを前提とする②③の場合には過失相殺することが公平に資する場合
があり得よう20。
東京地判平成17年11月11日は、対象となった金融取引が賭博性を帯びて
いた等と認定した上で公序良俗違反を認めており、過失相殺はされていない。
また、東京地判平成17年9月16日及び名古屋地判平成22年9月8日において
も過失相殺はされていない。このように、精神疾患に罹患した顧客に対する
勧誘に狭義の適合性原則違反が認められる事案では、顧客の病状は一定程度
悪化していたのであるから、一時的に加療により病状が相当程度回復してい
た等特段の事情が認められる場合を除き、顧客に関して過失相殺を基礎付け
る事実を見つけることは困難であろう。
名古屋地判平成22年9月8日では、顧客の病状及び証券取引の存在を知っ
ていたにもかかわらず、顧客の親族が顧客の投資活動を止めさせられなかっ
18 大阪地方裁判所　金融・証券関係訴訟等研究会「証券関係訴訟について」判例タイムズ
1095号26頁以下、清水俊彦「投資勧誘と不法行為」判例タイムズ853号49頁等。なお、王・
前掲（注7）379頁以下は、顧客の属性に基づき狭義の適合性原則の違反を認めながら、
顧客の一定の認識や理解に基づき過失相殺を行うことについて、重大な評価矛盾が生
じ得るのではないかとの疑問について指摘する。
19 堀部・前掲（注4）44頁は、「説明が尽くされようとも，当該顧客において的確な対応を
することが期待できない場合」には、過失相殺の適用を消極的に解することが相当と
する。
20 大阪地判平成21.3.4・前掲（注6）は7割、名古屋地判平成12.3.29・前掲（注6）は5割、
大阪高判平成20.6.3・前掲（注6）は4割の過失相殺を認めており、狭義の適合性原則違
反が認められる場合であっても、事実関係によっては大幅な過失相殺がなされ得る。
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たことが被害者側の過失として考慮できるか問題とされた。この点に関して
同判決では、顧客の親族が顧客の取引の実情を把握し得たとは言えないこと、
親族による財産管理を警戒する顧客から財産管理権を奪うことが容易でな
かったこと等被害者側の過失に消極的な態度をとる一方で、被告金融機関側
の違法性の大きさを考慮し、過失相殺を否定している。顧客側の落ち度の程
度は、金融機関の過失の内容・違法性と対比して決せられる。各担当者によ
る違法性の高い不法行為により被害が惹起されていることを考えると、顧客
側の落ち度は相対的に低くなるため、過失相殺を否定した同判決の判断は妥
当であろう。
第7．うつ病の病歴のある顧客と狭義の適合性原則に関する下級審裁判例に
ついて
うつ病は、「思考力や集中力の減退あるいは決断困難」等の症状を伴い得
るため21、狭義の適合性原則違反が問題となり得る。
うつ病に罹患した顧客に対する取引開始時の勧誘について、担当者が顧客
の病状を知り得たと言えないことを重視して狭義の適合性原則違反を認めな
かった事案として、東京地判平成20年8月27日（判例タイムズ1293号200頁）
が挙げられる。もっとも、同判決は、担当者が顧客のうつ病への罹患及び財
産状況の変化を認識した後は狭義の適合性原則違反を認めており、顧客の病
状及び財産状況を担当者が把握した後の勧誘が違法となり得ることには注意
を要する。
一方、うつ病に罹患した顧客に対する狭義の適合性原則違反を認めた事案
として東京地判平成17年2月2日（判例集未掲載）が挙げられる。同判決では、
顧客の治療歴、精神障害者等級3級の認定、精神障害者保健福祉手帳の交付
等の事実を踏まえ、商品先物取引を行う適格性を欠いていたとされており、
また、投資開始時の顧客の行動から、担当者において顧客の判断能力に疑い
を持ち得たとされている。
統合失調症とうつ病では、症状が異なるものの、病状が悪化した顧客の証
21 野村他・前掲（注9）296頁以下。
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券投資能力が否定される点で共通する。両疾患とも、精神疾患への罹患の事
実をもって証券投資能力が否定されてはおらず、具体的な病状の程度を認定
した上で証券投資能力の有無が判断される傾向にある。こうした傾向は、加
療により両疾患の病状が回復し得、これに伴い証券投資能力も回復し得る場
合があり得るため妥当である。
第8．最後に
精神疾患の病状は治療により一定程度改善し得ることから、精神疾患の病
歴の一事をもって金融商品の取引を不当に制限することは財産権の行使を侵
害しかねない。一方、判断能力の具備が疑わしい顧客に対して安易に金融商
品を販売することは、顧客の意に反した財産の毀損を惹起する危険がある。
このように、精神疾患の病歴のある顧客に対する金融商品の勧誘販売は非常
に悩ましい。認知症であれば、高齢であることを理由に配慮することも可能
であるが、精神疾患は、年齢を根拠に罹患を疑うことは出来ず、またプライ
バシーの問題から容易に病歴を知り得ないため、担当者としても苦心すると
ころであろう。もっとも、本稿で取り上げた下級審裁判例が存在することか
ら、金融機関の担当者としては、今まで以上に精神疾患について理解を深め、
狭義の適合性原則違反の原因となり得る精神疾患を疑わせる行動が顧客に現
れていないか注意を払う必要があろう。
